
 

令和３年度 上半期ディスクロージャー 
経営情報のお知らせ（２０２１年４月１日～２０２１年９月３０日） 

 

経 営 方 針 

 

１．基本理念 

わたしたちは、生命産業である農業の振興を図り、 
豊かな地域社会の実現に貢献します。 

 

 

2．経営姿勢 

（１）農業振興を事業の中核として、組合員の暮らしと地域社会の発展に努めます。 

（２）地域社会と共生し、地域から信頼されるＪＡであり続けます。 

（３）変化を先取りし、更なる進歩をめざして、創造と革新に挑戦します。 

（４）人を育て、人を活かし、活力溢れるＪＡをめざします。 

 

 

3．経営方針 

私たちＪＡ糸島は、農を基軸とした農業協同組合として、これまでの自己改革をさらに強

化・進展させるとともに、我々の使命である地域農業の発展のため、新たな時代に向けた農

業基盤を確立し地域社会へ貢献します。 

 

【重点事項】 
 ■「長期農業振興計画の実践による持続可能な農業の実現」 

（農業者の所得増大と農業生産の拡大） 

１．○糸 ブランド農畜産物の更なる確立と販売戦略の強化 

２．地域づくり農業生産コスト低減対策の強化 

３．○糸 ブランドを支える多様な担い手づくりと担い手支援 

 

■「組合員のアクティブ・メンバーシップの確立と総合事業による地域活性化への貢献」 

１．正・准組合員のメンバーシップ強化と情報発信機能の強化 

２．ＪＡくらしの活動を通じた地域コミュニティの活性化 

３．総合事業による地域の暮らしへの貢献 

 

■「自己改革の着実な実践を支える経営基盤の確立」 

１．自己改革の実践を支える業務執行体制（ガバナンス）の強化 

２．自己改革の着実な実践と持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化 

３．自己改革を支えるＪＡの人材育成 

  



 

Ⅰ．地域貢献に関する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組合員数及びその増減                                      （単位：人） 

 令和３年３月末 令和３年９月末 増  減 

正組合員数 ５，５３７  ５，４８６  ▲５１  

 

 

  個  人 ５，４５７  ５，４０５  ▲５２  

  法  人 ８０  ８１  １  

准組合員数 １１，５３７  １１，５０５  ▲３２  

 

 

  個  人 １１，２４４  １１，２１７  ▲２７  

  法  人 ２９３  ２８８  ▲５  

合    計 １７，０７４  １６，９９１  ▲８３  

 

 

（２）組合員別の出資口数及びその増減                               （単位：口） 

 令和３年３月末 令和３年９月末 増  減 

正組合員 １，５７２，４２６  １，５６０，４３０  ▲１１，９９６  

准組合員 ５４９，５５６  ５８０，９８６  ３１，４３０  

処分未済持分 １１，５３２  ０  ▲１１，５３２  

合   計 ２，１３３，５１４  ２，１４１，４１６  ７，９０２  

（出資１口金額 １，０００円） 

  

■協同組織の特性 

当組合は、糸島市を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員とな

って、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共通の理念として運営され

る協同組織であり、地域農業の活性化に資する地域金融機関です。 

当組合の資金は、その大半を組合員の皆様などからお預かりした大切な財産である「貯

金」を源泉としております。当組合では、資金を必要とする組合員の皆様方や、地方公共団

体などにもご利用いただいております。 

当組合は、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事

業活動を展開しています。また、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供す

るだけでなく、地域の協同組合として、農業や助け合いを通じた社会貢献に努めています。 



 

１．地域からの資金調達状況 

当組合では、組合員はもちろん地域住民の皆様や事業主の皆様からの貯金をお預かりしています。

普通貯金、当座貯金、スーパー定期、定期貯金、総合口座などの各種貯金を目的、期間、金額

にあわせてご利用いただいております。 

 

（１）貯金積金平均残高                                      （単位：百万円、％） 

 令和３年３月末 令和３年９月末 増 減 

流動性貯金 ３９，４７９ （ ３５．６） ４１，８４２ （ ３６．６） ２，３６３  

 うち当座貯金 ３３６ （  ０．８） ２７１ （  ０．６） ▲６５  

定期性貯金 ７１，２８４ （ ６４．３） ７２，２６４ （ ６３．３） ９７９  

 うち定期積金 １，９３２ （  ２．７） １，８６６ （  ２．５） ▲６６  

その他の貯金 １７ （  ０．０） １６ （  ０．０） ０  

計 １１０，７８０ （１００．０） １１４，１２３ （１００．０） ３，３４２  

譲渡性貯金 ０ （  ０．０） ０ （  ０．０） ０  

合   計 １１０，７８０ （１００．０） １１４，１２３ （１００．０） ３，３４２  

 注）1.流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

   2.定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 

   3.（  ）内は構成比です。 

   4.金額は百万円未満を切り捨てて表示しており、そのため表中の合計額が一致しないことがあります。 

 

（２）貯金商品 

種 類 お預入期間 お預入額 特 徴 

 1 冊の通帳で「貯める」「受け取る」「借りる」の機能を備えた口座です。 

キャッシュカードやＪＡカードなどを併せてご利用になりますと一層便利です。 

総

合

口

座 

普通貯金 
期間の制限は 

ありません。 
1 円以上 

出し入れ自由で、毎日の暮らしの財布代わりとし

て利用いただける便利な貯金です。公共料金の

自動支払口座として最適です。 

定期貯金 各貯金の種類に準じます。 

期日指定定期貯金,スーパー定期貯金、自由金

利定期貯金、変動金利定期貯金等がセットでき

ます。また、定期貯金残高の90％かつ500万円

以内までの自動融資がご利用できます。 

決済用貯金 
期間の制限は 

ありません。 
1 円以上 

貯金保険制度で全額保護される貯金で、出し入

れ自由・口座振替・各種代金引き落としができ

る、利息はつかない貯金です。 

期日指定定期貯金 最長 3 年 
1 円以上 

300 万円未満 

利息は、1 年毎に複利計算します。1 年経過後

は元金の一部の引き出しができます。 

スーパー定期貯金 1 ヶ月から 5 年 1 円以上 
お預け入れ時の金利が満期まで変わらない確定

利回りの定期貯金です。 

大口定期貯金 1 ヶ月から 5 年 1 千万円以上 
大口の資金運用に適した自由金利定期貯金 

です。 

変動金利定期貯金 1,2,3 年 1 円以上 
半年毎に金利情勢により利率が変動する定期貯

金です。 

定期積金 6 ヶ月から 5 年 毎月 1 千円以上 
ライフプランにあわせて、毎月積み立てする貯金

です。 

 



 

２．地域への資金供給の状況 

当組合では、組合員の皆様への貸出をはじめ、地域住民の皆様の暮らしや、農業者・事業者の皆

様の事業に必要な資金を貸出しています。 

また、地方公共団体・農業関連産業などへも貸出し、地域経済の質的向上・発展に貢献していま

す。さらに、住宅金融支援機構・日本政策金融公庫等の融資の申し込みのお取次ぎもしています。 

 

（１）貸出金残高（令和３年９月末）                               （単位：百万円） 

組合員等 地方公共団体等 その他 計 

 １５，９６９  １１  １，０６９  １７，０４９  

 注）1.金額は百万円未満を切り捨てて表示しており、そのため表中の合計額が一致しないことがあります。 

 

（２）制度融資取扱い状況                                     （単位：百万円） 

資 金 名 制度の概要 取扱い実績 

農業近代化資金 
意欲と能力をもって農業を営む農業者に対し、農業経営

の発展（機械、施設等）を図るための資金です。 
１ 

農業経営基盤強化資金 
農業経営改善計画の認定を受けられた方の自主性と
創意工夫を活かした経営改善を資金面で応援する資
金です。 

直貸：９ 
転貸：０ 

農業経営 

負担軽減支援資金 

負債の償還が困難となっている農業者に対する、営

農負債の借換資金です。 
― 

注）１．直貸：公庫・信連から直接受益者へ貸付ける資金のことです。 

２．転貸：ＪＡが資金調達し、同一条件で受益者に貸付ける資金のことです。 

 

（３） 融資商品 

種  類 資金使途 期  間 貸出金額 

住宅ローン 住宅新築、購入、借換等 40 年以内 10,000 万円以内 

リフォームローン 住宅増改築、補修等 20 年以内 1,500 万円以内 

フリーローン 
特に定めません 

（負債整理及び事業性資金除く） 
10 年以内 500 万円以内 

教育ローン 就学資金、就学時付帯費用 15 年以内 1,000 万円以内 

マイカーローン 自動車等の購入 10 年以内 1,000 万円以内 

カードローン 特に定めません（負債整理除く） 1 年自動更新 300 万円以内 

農機ハウスローン 農機具、農業施設の購入等 10 年以内 1,000 万円以内 

営農資金 
農地、施設等の取得 

（営農に関するもの） 
25 年以内 事業費の範囲内 

農業応援運転資金 農業経営に必要な運転資金 7 年以内 組合所定の範囲内 

一般資金 特に定めません（負債整理除く） 20 年以内 所要資金の範囲内 

事業資金 貸家・アパート等の取得、改修等 35 年以内 事業費の範囲内 

 注）１：上記は概略であり、詳細は窓口でお尋ね下さい。 

この他用途に合わせて各種取り揃えていますのでお気軽にご相談下さい。 

  



 

３．文化的・社会的貢献に関する事項（地域とのつながり） 

（１）文化的・社会的貢献に関する事項 

■地域密着活動 

各地域の特性を活かし、組合員・ＪＡ役職員が一体となって協同活動を行い、地域の活性化を目指してい

ます。 

 

■農業体験や食文化体験による食農教育の取り組み 

○糸島管内の小学校３年生から６年生までの子供達を対象

に「ＪＡ糸島キッズスクール」を開校。子ども達に、農業体験を

通じて生命の大切さや農業の大切さを理解してもらうために、

農業・農村体験のお手伝いをしています。 

○地産地消・食育活動として地産地消フェスティバル、親子

料理教室等を開催しています。 

 

■食と農を通じた地域貢献活動 

○糸島農畜産物の供給拡大と認知度向上を目的に、行政や企業と連携してイベント等での宣伝販売を

行っています。 

○一般消費者を対象とした収穫体験の実施や、地域の学校と連携して店内見学会、出前授業、職場体

験等の対応を行っています。 

 

（２）利用者ネットワーク化への取り組み 

■各種相談会 

 組合員や利用者の抱えるさまざまな問題を解決するため、顧問税理士による「税務相談会」や、社会保

険労務士による「年金相談会」を開催しています。 

■年金友の会 

ＪＡ貯金口座で年金をお受け取り頂いている組合員・利用者の方々を対象に、「年金友の会」を組織してい

ます。旅行の他、健康増進と親睦・交流活動としてグラウンドゴルフ大会を開催しています。 

 

（３）情報提供活動 

○組合員向け広報誌「ｉｔｏｓｈｉｍａ」を毎月６，４００部発行し、組合員宅へ配布しています。農業情報、ＪＡ

管内のトピックスのほか、様々な生活情報を提供しています。 

また、准組合員向け広報誌「糸島通信プラス」､地域コミュニティ誌「糸島通信」を発行し、糸島の農業・地

域・ＪＡに興味を持っていただけるような情報を発信しています。 

○公式ホームページでは、イベント情報、貯金・融

資情報のほか産直市場○糸伊都菜彩の情報など、

盛りだくさんの情報を提供しています。またＳＮＳ（イ

ンスタグラム）では糸島農畜産物の情報を発信し、

地域のＰＲに取り組んでいます。 

（ホームページアドレス http://ja-itoshima.or.jp） 

 

※例年の活動内容を掲載しており、新型コロナウイ

ルスの影響により活動を見合わせているものがあり

ます。 

  



 

（４）組織機構図（令和３年１０月１日現在） 

 
※金融担当常務理事が管轄する部門の内、「相談開発業務」は代表理事専務が担当する。
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Ⅱ．財務状況や事業に関する取り組み 

 

（１）金融再生法開示債権（単体）                 （単位：百万円） 

区 分 令和３年３月末 

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 ９４  

危険債権 １８４  

要管理債権 ０  

正常債権 １６，４８２  

合 計 １６，７６１  

注）１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、そのため表中の合計額が一致しないことがあります。 

注）２．令和３年３月末から令和３年９月末までの間に債務者区分の変更が必要となる重要な事象は発生していません。 

注）３．令和３年９月末の債権残高合計 １７，０６３，４２５，６１２円 

 

 

（２）単体自己資本比率 

       １９．０８％（令和３年３月末現在） 

注）１．令和３年９月末時点において、自己資本比率に大きな影響を与える経営・財務状況の変動は認められておりません。  

 

 

（３）主要勘定の状況                                         （単位：百万円） 

区 分 令和２年９月末 令和３年３月末 令和３年９月末 

貯金 １１０，２２２   １１２，６９２  １１４，１７０  

貸出金 １６，２５３  １６，７５０  １７，０４９  

預け金 ９３，２７１  ９５，２６４  ９６，５７６  

有価証券 ２，３７５   ２，３６０  ２，３５４  

 

 

（４）有価証券等時価情報 

 [有価証券]                                              （単位：百万円） 

種 類 
令和３年３月末 令和３年９月末 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

売買目的 － － － － － － 

満期保有目的 － － － － － － 

その他 ２，１９９  ２，３６０  １６０  ２，１９９  ２，３５４  １５４  

合 計 ２，１９９  ２，３６０  １６０  ２，１９９  ２，３５４  １５４  

注）１．９月末の有価証券の時価は、９月末日における市場価格等に基づく時価としています。 

注）２．取得価額は、償却原価法適用前、減損処理前のものです。 


